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産業政策とクラスター計画  

山   崎  

段階において、東京都大田区などの中小企業  

は、断片的情報に分断されてはいるものの最新  

の製品情報を得、その初期段階の試作・生産に  

参加できる。さらに後の本格的量産工場と比較  

すると小規模ではあるが、最初の量産化も首都  

圏内で行われることが多かった。量産化に向け  

て、素材メーカー、部品メーカーの研究開発も  

連鎖的に行われる。製造装置メーカーやプラン  

トメーカーは、新製品を製造するための生産シ  

ステムを現実化するために、製造装置、プラン  

トの技術を開発し、現実に工場に設置・稼動さ  

せ、それらの能力・機能を確認し、問題がある  

場合には調整等を行うことになる。  

関西系メーカーの東京への本社移転も、戦後  

一貫して進んできている。この典型的パターン  

は、首都圏（一都三県）の工場数や東京都大田  

区の中小製造業事業所数が80年代以降減少して  

いたにもかかわらず、90年代までは強まりこそ  

すれ、弱まってはいない。  

製造装置が標準化し、量産工場の生産規模が  

拡大し、将来の事業展開において、土地、建物、  

工業用水、労働力に制約が見込まれるようにな  

ると、それらの制約条件が少ない地方圏への工  

場立地が始動する。地域産業政策が発動される  

のは、ここから先の段階である。  

きわめて単純化すれば、産業政策は、新製品  

の開発・試作段階の支援・促進を担当し、地域   
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1．これまでの地域産業政策の特色と限界  

（1）産業政策と地域産業政策の時間差   

新製品、新技術開発を国家レベルで支援・促  

進する産業政策と特定地域の経済発展やその地  

域での雇用確保を最大の課題としてきた地域産  

業政策は、相互に一定の関連を有している。し  

かし、その両者の間には、研究・開発・試作か  

ら生産に至る時間的ラグに対応した、政策実施  

のタイムラグが存在してきた。   

通産省（現経済産業省）を中心とする産業政  

策がすべて新製品、新技術開発を促進する政策  

であったわけではない。ここで典型的事例とし  

て述べようとしている産業政策と地域産業政策  

との関係が、すべての企業、業種、製品につい  

てあてはまるわけではない。地方に開発拠点の  

ある大企業や、研究開発力の高い地方本社の企  

業も存在しているからである。   

だが、主要製造業企業の本社が首都・東京に  

集中している日本における典型的なパターンと  

しては、本社のある東京の近傍に立地している  

首都圏の研究所・開発型工場で研究・開発が行  

われ（半導体、コンピュータのように産業政策  

が競合企業間の共同研究を首都圏で促進した  

ケースもある）、開発に成功した新製品につい  

ては、まず首都圏で試作品が製造される。この  



経 済 学 研 究   

産業政策は、量産工場の地方立地に関する支  

援・促進を担当してきたと整理することができ  

る1）。地方分散を志向してきた企業（中堅企業  

や大企業が多い）および地方圏で立地する工場  

の規模、業種は、時代によって変化してきた。  

だが、「工場地方分散」の基本的特質は、上記  

の共通性（量産段階における量産を目的とする  

工場の立地）が貫徹していたと一般化すること  

は、あながちまちがいとはいえないように思わ  

れる2）。  

第70巻 第1号   

地方圏での雇用の確保、首都圏の過密の是正、  

最適な工場立地の促進といった多様な目的が内  

包されていた。そのうえ政策主体が多岐にわた  

り、地域指定において一定の全国バランスを考  

慮する各省庁（国）と地域指定を受けたい県、  

指定地域の市町村という政策主体の3層構造  

に、誘致村象となる企業（製造コストや物流コ  

ストを最小化するという合理的立地の追求を主  

目的とする）が加わり、地域産業政策の目的を  

多様化・複雑化させてきた。企業の生産活動を  

空間的な配置の観点から政策的に支援するとい  

う産業政策的目的（生産コストの削減、企業の  

国際競争力の強化）は、地域間格差の是正とい  

う、時に村立する理念との間で妥協・調整・修  

正・変質を余儀なくされてきた。その結果、政  

治的配慮・政治的圧力から企業立地がほとんど  

見込めない地域も各種立地政策の指定地域に指  

定され、大規模、中規模の工業団地を整備し、  

工業用水を確保し、道路、港湾等の社会資本整  

備を重点的に行うといったケースも過去にはみ  

られたのである。  

（2）地域産業政策の3層構造   

工場の地方立地誘導という「産業立地政策」  

を骨格としてきた地域産業政策3）は、各時代に  

おける、地方への立地展開の可能性の高い量産  

型工場の地方立地を促進することを主目的とし  

てきた。近年、工場立地件数が急激に減少する  

ようなってからは、ソフトウェアやオフィスの  

地方分散も地域産業政策の村象とされるように  

なっている。   

地域産業政策には、地域間所得格差の是正、  

（3）産業立地政策としての地域産業政策の限界   

これまで述べてきた量産型工場誘致を柱とす  

る地域産業政策は、通産省のみならず、農水省  

でも実施されてきた。新産業都市、大規模工業  

基地、農村地域工業等導入促進、工業再配置計  

画、テクノポリス計画、頭脳立地法、特定地域  

工業集積活性化促進法、オフィスアルカディア  

計画など、地方分散の村象となる工場や機能は  

時代とともに変化・高度化しつらも、産業立地  

政策は、企業の合理的配置の追求と地域間格差  

の是正という、時に村立する目的の同時達成を  

大目標として実施されてきた。   

企業立地の可能性に乏しい指定地域は、地域   

1）産業政策の定義には諸説あり、産業インフラの整   

備、中小企業政策、産業組織政策（独占禁止政策、   
競争促進政策、企業合併の推進）、設備投資促進政   
策（設備の加速度償却）、衰退産業や構造不況業種に   
対する保護（ソフトランディング）なども含まれる   

が、ここではクラスター計画との関連で、イノ 

ションの促進、研究開発の推進を産業政策と位置づ   

けている。  

2）たとえば、地方の時代と呼ばれた1969年から1977   

年の間に、地方圏で増加した工場は、従業員数で20   

人から29人、30人から99人の規模の工場であった。   

産業中分類でいえば、1955年と1990年の比較では、   

電気機械、衣服および身廻品は地方で相対的に増加   

率が高く、金属製品、一般機械、出版・印刷は大都   

市圏での増加率の方が地方圏の増加率を上回った   

（山崎朗『産業集積と立地分析』大明堂、1999年、   
第5章を参照）。  

3）近年は地域産業政策もベンチャー企業育成、新事   

業支援へとシフトしているが、それまでは産業立地   

政策、産炭地振興政策、農相地域工業等導入などを   
柱としてきた。  
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指定されていない地域と比較すれば、相対的に  

公共投資面で一時的には利益を得た。とくに初  

期の地域産業政策は、公共事業の配分で有利と  

なったことは否めない（近年はそれほどではな  

い）。計画の想定通りには企業立地が進まな  

かった苫小牧東部のような地域では、工業用地  

が売れ残り、工業用水、港湾等の必要性の低い  

公共事業が、長期的には地方財政を圧迫する要  

因となっていることも否定できない。   

地域指定され、企業立地が促進された地域  

は、工場が建設され、操業を始めると、その地  

域の人口と村比して多くの労働者が一時的に雇  

用され、さらに他の地域からの人口流入が見ら  

れた地域もある。だが、地方の量産工場では、  

長期的な産業構造の高度化、プロダクトサイク  

ルの変化にともなう需要の減少、工場内での機  

械化の進展、海外（近年では中国）への工場移  

転が本格化すると、雇用のリストラが始まる。  

地域指定されることによって得られた利益は、  

製品の高度化に対応できない工場の場合には、  

時間的に限られたものにすぎなかった。しか  

も、工場の閉鎖、生産縮小段階では、雇用の減  

少、人口の流出、地域間所得格差の拡大という  

逆のメカニズムが働き、他に雇用の場が少ない  

地域では、構造的な失業問題をもたらすことに  

なる。   

産業構造の高度化、企業の生産活動の高度  

化、新製品開発にしたがって、地方で展開され  

る産業立地政策も時代とともに「高度化」され  

てきた。だが、新しい業種、機能を村象とする  

新しい立地政策では、以前とはまったく異なる  

立地条件（たとえば、臨海部の港湾近接地城や  

農村地域から内陸部の空港近接地域や都市地域  

へ）を有する新しい地域が指定を受けることが  

多い。したがって、新しい産業立地政策が、過  

去の指定地域を重複指定し、その指定地域の産  

業構造の高度化を推進するといったケースは、  

まったくないわけではないものの、その例は多  

くはない。仮に重複指定がなされたとしても、  

企業は地方におけるミクロ的地域内の産業集積  

を嫌う傾向（すでに地価、賃金水準が相対的に  

高くなっており、地域内で労働力を調達するこ  

とが容易でない）があり、同一地域内において  

産業構造転換が促進されるとはかぎらない。立  

地する企業側からすれば、雇用量と賃金水準が  

立地決定の大きな要因であり、一定程度開発さ  

れ、ある程度工場集積が進んだ地域は、新規立  

地しようとする企業にとっては逆に魅力のない  

地域なのである。   

要するに、産業立地政策の地域指定を受けた  

にもかかわらず企業立地が進まなかった地域  

も、地域指定を受けて企業立地が進んだ地域  

も、長期的観点からいえば、地域の経済構造を  

高度化し、雇用を長期的に維持・拡大すること  

にはあまり成功していないのである。   

もともと地方に立地展開する工場ほ、地方圏  

の低い地価（および広くまとまった土地）と相  

村的低賃金に牽かれて立地している。したがっ  

て、指定地域に工場が集積し地価、賃金の上昇  

が始まると、逆に指定地域への工場立地は低調  

となる。指定地域は、時間の経過とともに、指  

定村象業種の立地件数が減少していくという産  

業構造の高度化要因によって中知的な制約を受  

けるだけにとどまらず、立地促進そのものが内  

包している矛盾、すなわち、地価、賃金を上昇  

させる「産業集積」という立地条件の悪化（地  

域魅力の喪失）によって、成長は中期的にも制  

約されていた。労働力人口の限られた地方都市  

圏であればあるほど、これらの制約条件はいち  

早く作動し始める。つまり、指定地域を狭く設  
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定すれば、指定地域の成果を高めるための政策  

的立地誘導は、逆に企業にとっての地域魅力を  

ますます喪失させるという自己矛盾を内包して  

いた。   

地域をミクロ的にみれば、特定業種の量産工  

場の本格稼動によって、十年間程度急速に発展  

する地域が各地に移動しながら点在している。  

しかし、マクロ的にみれば、人口、とくに知識  

労働者階層ほど首都圏へ流出し、地方の研究開  

発能力や地場企業の国際競争力の欠如という現  

実から脱却することはできなかったのである。  

第70巻 第1号   

て困難となっている。  

2．クラスター戦略への転換  

（1）クラスターの広域性   

クラスター戟略を提唱したハーバード大学の  

マイケル・ポーターは、クラスター戦略の策定  

にあたって、地域をできるだけ広域的に設定す  

ることの重要性を繰り返し指摘している。その  

もっとも重要な理由は、地域を狭く限定してし  

まえば、地域内の産業集積は量的・質的にきわ  

めて限られたレベルと認識される可能性があ  

り、また近隣に立地している研究水準の高い研  

究大学やイノベーションの促進に貢献する研究  

機関等の存在が見過ごされるケースがあるから  

である。   

日本においては、地方への工場立地展開が、  

お互い磁石のプラス極同士のように地域労働力  

市場を棲み分けながら、地域内で分散立地する  

という「分散型分散」立地を特徴としてきた。  

そのため製造業に関する産業クラスター地域  

は、ポーターの想定以上に広域的に設定せざる  

をえないケースも出てくるであろう。「分散型  

分散」立地によって、地域集積は地域内の各地  

にミクロ的に点在しているのであるが、個々の  

地域の集積水準は当然低く、関連産業の厚みも  

薄い。しかし、これらを広域的に捉え直せば、  

クラスター戦略を策定するに足る、一定の産業  

集積水準および幅広い関連産業、関連大学、研  

究機関を含む地域となる。   

産業クラスターの地域エリアの設定について  

は、厳密な定義は存在しない。マイケル・ポー  

ターは、半径200マイル程度の都市圏を念頭に  

おいているようであるが、もちろん必ずそうで  

なければならないというわけではない。ミネソ  

（4）進化の遺伝子の必要性   

このような構造的問題の根底には、地方に立  

地展開した工場には自ら成長、発展、進化する  

という遺伝子が埋め込まれていないケースが多  

かったという問題がある。とくに、高度経済成  

長期初期に低賃金労働力を求めて地方展開し  

た、縫製業や単純な労働集約的電子部品組立工  

程はその典型例である。それらの工場は、地方  

圏でもとくに離島や農村に立地展開したが、そ  

の多くはいまでは閉鎖・撤退し、生産拠点は中  

国、東南アジアに移っている。   

広大な土地（いまや首都圏の臨海部にもあ  

る）、安い地価（首都圏近郊の地価も下落してい  

る）、豊富な水資源（地方圏であればどこでも  

余っている）、低賃金（地方圏といえども中国と  

比較すれば、二十倍近く高い高賃金である）と  

いう立地条件は、グローバルな生産配置へのシ  

フトとデフレ下の長期不況によって、立地牽引  

力としての有効性を喪失した。しかも、国内に  

量産型工場を立地しようとする製造業企業は激  

減している。これまでのような、標準的量産工  

場を地方に立地させるという産業立地政策で  

は、地方圏の雇用を確保することすら、きわめ  

－ 46 －   



産業政策とクラスター計画  

レーへの関心の高まりから活発化したことは事  

実であるが、シリコンバレーをモデルとする必  

要はない。シリコンバレーと比較することで萎  

縮する必要もなく、シリコンバレーと同質な地  

域になる必要もないのである5）。   

産業立地政策を柱としてきた地域産業政策  

が、クラスター計画へと転換せざるをえない背  

景には、先端産業においては、一定の集積水準  

の確保のため、対象エリアの拡大（複数の県を  

含む）が必要になっているというほかに、次の  

ような背景があると考えられる。まず、第一  

に、地方圏への新規工場立地件数の絶村数が減  

少し、地域産業政策の方向性が、新規工場の誘  

致から既存工場の機能の高度化、国際競争力強  

化へとシフトしていることである。第二に、誘  

致村象が工場から研究開発・デザイン・設計部  

門、さらには本社機能、ベンチャー企業、高度  

人材教育機関へと高度化していることである。  

つまり、これからの地域産業政策は、地方に立  

地展開している拠点に村して、長期的にその地  

域に存在し、進化していくための遺伝子を埋め  

込む作業でなければならないのである。   

広域的にエリアを設定するということには、  

同業種の集積水準を高めるという目的と同時  

に、関連する多様な業種をクラスターとして取  

り込むという視点を内包している。クラスター  

の特質は、関連する業種を包摂するという点に  

ある。とくに地方圏では、すでに指摘したよう  

夕大学のアン・マークセンが批判するように、  

クラスター概念は、産業の範囲、地理的範囲と  

もに「ファジー」である。だが、もともと地域  

の概念は、通勤圏のような定義をもってして  

も、暖昧（10％通勤圏なのか5％通勤圏なのか  

など）とならざるをえない。万人が納得する地  

域設定を一義的に決定することは不可能であ  

る。   

産業も明確に規定することは不可能に近い。  

工業統計表の産業中分類などの規定からもわか  

るように、複数の産業の製品を製造している事  

業所も主な製品をもとに特定の産業に分類され  

てしまっている。また、産業クラスターにどの  

ような関連業種まで含めるのかは、その国、地  

域、コアとなる産業の特性をもとに、「戦略的」  

に設定するべき課題である4）。産業クラスター  

は、厳密な学術的定義ではない。産業クラス  

ターの地域エリアと含まれる関連産業は、各地  

域の産業集積の個性と地域の戦略を反映するこ  

とになるのである。   

この意味からすれば、成功している他の地域  

を過度に理想化すること（戦略の模倣）は、好  

ましい戦略ではない。クラスター戦略の策定に  

は、まず広域的な観点から地域内の産業集積の  

現状と課題を詳細に調査、検討することから始  

めなければならない。あるべき理想像から計画  

を策定することは避けなければならない。地域  

の産業クラスターの課題を抽出し、産業クラス  

ター全体の生産性とイノベーションカを高める  

戟略を独自に構築することが好ましい。近年の  

クラスターや産業集積の議論が、シリコンバ  

5）DavidRosenberg〔2002〕のCloningSilicontbllqy，   
Reutersでは、日本の事例は取り上げられていない   

が、いかにシリコンバレーを模倣することが困難で   

あるかを論じている。また、東一眞『シリコンバ   

レーのつくり方』中公新書ラクレもシリコンバレー   

ではなく、地方都市のオーステインを中心に議論し   

ている。日本の地方の産業クラスターについては、   

オーステインヤフイラデルフィア、ピップバーグな   

どのアメリカの地方都市の方が参考になるように   

思われる。  

4）加藤和暢（2000）「M．ポーター」央田俊文・松原   

宏編著『現代経済地理学』ミネルヴァ書房がクラス   

ター論に対する批判についても興味深いサーベイ   

をしている。  
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に、多様な産業を含めるため、産業クラスター  

のエリアを拡大する必要がある。素材、部材、  

部品、製造装置製造業、装置の保守点検サービ  

ス、ソフトウェア業、輸出業者（商社等）、物  

流業者、大学、研究機関、行政など、製造、そ  

の他の関連サービス業および研究開発機関など  

の地域内サプライチェーンおよび知のチェーン  

が産業クラスターである。これらの機能を全体  

的として効率的に活用し（リージョナル・サプ  

ライチェーン・マネジメント：RSCM）、さらに  

はこれらの機能が全体的として高度化するメカ  

ニズムを創出する（イノベーションの促進のた  

めの地域イノベーションシステム：RIS）ことで、  

産業クラスター全体の国際競争力を高め、また  

産業クラスター参加者である企業のイノベー  

ションカを向上させることが、クラスター計画  

の政策目標となる。   

興味深いことに、クラスター計画は、これま  

で素材、部品、ソフトウェアなどの特定業種に  

対象を限定してさまざまな指定地域で実施され  

てきた各種産業立地政策によって、各地に点在  

することになった各種生産・開発機能（ミニ集  

積）を「産業クラスター」という広域的かつ関  

連産業とのネットワークといった観点から、再  

統合するという側面を有していると考えること  

もできるのである。これまでの歴史的な産業立  

地政策の蓄積により、多くの財団や民間組織が  

すでに地域内に存在しており、それらの統合や  

ネットワーク化が可能なのである。これまでの  

地域産業政策を批判することよりも、それらの  

成果を広域的な地域内でさらに有効に活用する  

ことをクラスター戦略の柱とすべきであろう。  
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の是正」という理念が拡大解釈され、本来産業  

政策の一部であるはずの地域産業政策が「社会  

政策」として実施されてきた経緯がある。産業  

政策の村象は、あくまでも企業が村象であり、  

地域はその企業の生産活動の場にすぎない。地  

域産業政策の目的は、その場（空間）をより効  

率的な企業の生産活動の場、さらにはイノベイ  

ティヴな活動を促進するような空間へ転換して  

いくことである。その結果として、地域間格差  

が是正される場合もある。企業に最終的な立地  

決定権がある以上、グローバル立地展開が進ん  

でいる現代においては、条件不利地域に企業を  

強制的に立地させるという施策は有効に機能し  

ない。過度の補助金で立地を拘束することは、  

地域間の補助金競争を引き起こすだけであり、  

好ましくない。産業クラスターの活性化のため  

に、補助金、税の減免を多用すべきではない。   

クラスター計画は、広域に立地している関連  

企業群の生産・物流・取引・経営・研究開発環  

境を、より優れた地域環境へと発展させていく  

政策である。成功すればもちろん地域間格差の  

是正につながるわけであるが、地域間格差を是  

正するために、立地条件の不利な地域に工場を  

補助金等で誘導することが本来の目的ではな  

い。また、市町村、県単位というミクロな地域  

間の格差の是正は、政策の目的とはならない。   

優れた生産・物流・経営・研究開発の環境と  

は、ただ単に、広大かつ低価格の工業用地が整  

備されている、あるいは高速交通体系が整備さ  

れているということだけを意味しているわけで  

はない。いまや日本国内では、工業用地、工業  

用水の必要性はきわめて低くなっている。だ  

が、高速交通体系の整備は、産業集積をより広  

域的、機能的、国際的にするために必要なもの  

もある。ただ、クラスター計画における社会資  

（2）社会政策から発展戦略へ   

これまでの地域産業政策では、「地域間格差  
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本整備は、新産業都市や大規模工業基地で実施  

されたような指定地域内における道路網の整  

備、高速道路のインターチェンジの新設といっ  

た限られた地域、限られた社会資本整備に限定  

されない。クラスターの国際競争力向上のため  

には、国際空港、国際港湾が必要となることは  

論を待たないが、広域的なクラスター地域全体  

のなかで、最適な配置とそれらの国際的社会資  

本へのアクセスを検討すれば良い。地域内のア  

クセス水準の向上も、地域全体の視点および費  

用村効果の観点から考慮しなければならない。  

高度な人材の定住促進という意味では、教育政  

策、都市政策との関連も重要である。魅力ある  

地域づくりや都市づくりが、間接的に産業クラ  

スターの高度化を促進するからである。産業ク  

ラスター戦略は、ポーターが指摘するように長  

期の地域戦略であり、産業政策と教育政策、都  

市計画との関係も深い。   

クラスター計画が地域レベルにおける「産業  

政策」であるということは、さらに二つの意味  

を持っているということにほかならない。クラ  

スター計画の第一義の目的は、「地域間格差の  

是正」ではなく、産業クラスターにおける産業  

競争力の強化であるということである。言い換  

えれば、これまでの地域産業政策の理念として  

強く反映されてきた「社会政策」的な視点では  

なく、発展的な視点が重要となるということで  

ある。産業立地政策の地域指定は、初期の産業  

立地政策を別とすれば、国が直接指定するので  

はなく、県が指定地域を決め、国が了承すると  

いうスタイルと取ってきた（国の指導がまった  

くなかったということではないと思われるが）。   

県内にもさまざまな地域間格差があり、県に  

とってはそれらの格差を是正することが重要な  

政治的課題となる。たとえば、政令指定都市  

－ 49 －  

（百万都市）が二つある福岡県にとっては、そ  

れらの都市以外の地域への関心が高くなること  

は自然であった。したがって、九州ブロック圏  

内でもっとも成長力の高い福岡市は、テクノポ  

リス、頭脳立地、FAZ、リサーチコア、産業集  

積活性化促進法、オフィスアルカディア計画の  

段階までは、ほとんど国の産業立地政策の地域  

指定を受けなかった（受けられなかった）。包  

括的な地域指定を行った工業再配置計画におい  

ても、福岡市は指定除外地域となっており、そ  

のことが、九州大学新キャンパス隣接型リサー  

チパーク建設梼想などにおいて、足軸として作  

用している。各種産業立地政策から除外されて  

きた福岡市では、リサーチパーク構想を実現す  

るための適当な国の政策的支援枠組みが、存在  

しないからである。   

九州通産局（現九州経済産業局）は、独自の  

政策を企画・立案・執行する機関ではない。ブ  

ロック単位で国の産業立地政策をあくまでも間  

接的に推進・支援する機関である。したがっ  

て、国の地域指定を受けていない地域で、独自  

の政策を遂行することはできない。しかも、経  

済産業局は、産業立地政策推進のための独自の  

予算をもたず、地域を指定する権限すら有して  

いないのである（政策主体の四層構造の問題）。   

福岡市は、一人当たり所得水準が九州ブロッ  

ク圏内で最も高く、学術研究機関が集積してお  

り、しかも人口増加数が、九州ブロック圏内で  

最大である。そのため、地域産業政策実施段階  

では、福岡市を地域指定しないことも、政策目  

的の一つ（福岡一極集中の是正）であると受け  

取られてきた。   

クラスター計画においては、地方圏における  

もっとも発展可能性の高い地域を排除してはな  

らない。むしろ、積極的に活用すべきである。   
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（政府が研究開発の大スポンサー）があってこ  

そ、シリコンバレーは生まれたのである」6）。   

クラスター計画は、産業政策の空間版（地域  

版）である。もともとクラスターとは、地域概  

念というよりも産業概念として捉えるべき概念  

である。00地域クラスターではなく、00産  

業クラスターが□□地域に存在しているという  

ことなのである。00産業クラスターは、集積  

水準、関連産業、技術水準、企業間相互交流レ  

ベルにおいて地域ごとに差異があることはあら  

ためていうまでもない。   

九州が半導体クラスター計画を策定したか  

ら、東北地方は半導体以外の産業クラスター計  

画を策定しなければならないということではな  

い。地域の産業集積の量と質を重視すれば、九  

州と東北では、それぞれ特色ある独自の半導体  

クラスター計画が策定されうるはずである。も  

はやテクノポリス計画のように、同時に、同業  

種の工場誘致を巡って競争する時代ではない。   

現実には、関東地域こそが日本最大の半導体  

クラスターを有する地域であり、本来は、関東  

地方においても、半導体クラスター計画を策定  

することが望ましい。関東地方では、ノート型  

パソコン、デジタルカメラ、携帯電話、バイオ、  

医薬品など数十の産業クラスターが抽出される  

はずである。関東では、多摩地域がクラスター  

計画に指定されてはいるものの、「多摩」は地域  

名であり、産業名ではない。日本のクラスター  

計画は、関東地方以外の地域の振興政策とい  

う、これまでの地域産業政策の残像を完全に払  

拭しきれておらず、地域産業政策への完全脱皮  

に成功しているとはいいがたい。産業政策と地  

経 済 学 研 究   

福岡県では、テクノポリスは、久留米地区（鳥  

栖地域との共同指定）、頭脳立地、FAZは、北九  

州市、リサーチコアは飯塚市が指定を受けてい  

る。しかし、知識経済化の時代においては、大  

学、空港、都市の重要性が高まるため、札幌、  

仙台、広島、福岡といった地方中枢都市をより  

積極的に活用しなければならない。福岡市もよ  

うやくシリコンクラスター計画を受け、福岡市  

内への研究開発型半導体企業の誘致に乗り出し  

た。福岡県もシリコンシーベルト計画の一環と  

して、福岡市、北九州市で高度人材教育を行う  

ようになっている。   

もう一点確認しておかねばならないことは、  

クラスター計画は地方による、地方のための計  

画ではないという点である。国が地方を財政的  

に支援できなくなったために、地方が自立のた  

めの産業活性化計画を策定し、自ら孤軍奮闘す  

るための計画ではない。   

アメリカのバイオクラスターの形成において  

は、年間3兆円近い研究資金を有するNIHが地  

方の大学を中心に研究資金を配分し、その結果  

として、ボストン、サンフランシスコ、シリコ  

ンバレー、ピッツバー グなどにバイオクラス  

ターが形成され始めている。ナショナルイノ  

ベーションシステム（NIS）を支える地域的な拠  

点として、地方圏が機能しうるかが問われてい  

るのであり、市町村が独自に産業振興を行う、  

一村一品運動の産業版がクラスター計画という  

わけではない。油木氏も指摘しているように、  

「シリコンバレーのハイテクベンチャー企業の  

場合、その技術競争力の鍵は大学からの高度な  

技術情報である。そして大学が技術情報の宝庫  

となったのは、アメリカ政府が研究開発のスポ  

ンサーとして、巨額の資金を提供してきたから  

である。つまりアメリカという国の重要な特徴  
6）油木清明『技術立国再び』NTT出版、2000年、   
p．109。  
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まり、地方圏のクラスター計画では、ポーター  

が念頭においている半径200マイル程度の広域  

的なエリアの設定が求められるケースもあろ  

う。福岡から鹿児島までは、直線距離でほぼ  

200kmであり、九州縦貫自動車道の完成や今後  

の九州新幹線の開業を前提とすれば、九州全域  

というエリアの設定は、それほど無理な設定と  

はいえない（福岡から直線距離で200kmといえ  

ば、広島県や村岸の韓国・釜山市が含まれる）。  

その場合の問題は、地域産業政策の地域にお  

ける担い手はやはり県であり、県の第一の関心  

は、自県内に企業が立地し、自県内の企業が国  

際競争力を高めることにあるということであ  

る。州政府のような広域的自治政府が存在せ  

ず、市町村のエリアが狭い日本においては、政  

策の担い手が3層構造になっている（地方の経  

済産業局を加えると4層構造）という構造問題  

によって、政策の統合・連携が難しく、また相  

互の意思疎通や政策調整がきわめて困難である  

（どの県も本社機能や研究開発機能が自県に立  

地することを切望している）ことは否めない事  

実である。  

広域的なエリア設定とクラスター戦略の間に  

は、問題も存在している。広域的にエリアを拡  

大すればするほど、エリア内に多様な産業クラ  

スターが存在し、その量的水準も高まるのであ  

るが、あまりにも広域的にエリアを設定したの  

では、日常的な情報交換等は困難となり、含ま  

れる政策主体（地方自治体）も増大してしまう。  

したがって、地方圏の産業クラスターにおいて  

無限にエリアを拡大できない以上、大都市圏の  

産業クラスターと比較して、関連産業や関連機  

関の多様性は限定されざるをえない。  

産業集積水準が関東、関西、中部地域に比べ  
個   

て極端に低い地方圏においてクラスター戟略を   
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域産業政策（クラスター計画）は、空間範囲と  

産業の範囲が異なるものの、タイムラグをでき  

るだけ圧縮し、地域のイノベーション能力の向  

上と日本全体の産業競争力の向上が連動してい  

ることを正しく認識しなければならない。  

3．日本のクラスター計画の課題  

（1）県間競争の弊害   

日本におけるクラスター計画の課題の一つ  

は、やはりいまだに残る県間の競争・対立意識  

である。テクノポリス計画では、九州はすべて  

の県で地域指定を受けた（福岡県・佐賀県は久  

留米・鳥栖地域として1地域）。同時に、すべて  

の県でテクノポリスに指定された結果、隣県  

は、1980年代の立地誘致対象であった電子部  

品、とくに半導体工場の誘致をめぐっては、競  

争相手であり、その結果、県間で相互の連携や  

重要な情報交換はほとんど行われてこなかっ  

た7）。結果的には、すでに指摘してきたよう  

に、労働力、土地、工業用水の問題および各県  

の競争的誘致活動によって、半導体工場は、特  

定の県に集中・集積することはなく、各県の空  

港隣接地に「分散型分散」立地していった。そ  

の意味では、一方的勝者も一方的敗者も存在し  

ていないのであるが、各県単位や各テクノポリ  

ス単位でみれぼ、産業集積というには、あまり  

にも貧弱すぎるのである。   

しかし、九州のテクノポリス地域全体、ある  

いは九州全域として捉えれば、量的には、世界  

的なレベルでの半導体工場の集積地となる。つ  

7）九州地域の産業立地促進のための協議会があり、   
筆者は10年ほど前に講演し、懇親会にも参加したこ   
とがあるが、各県の担当者が、他県の動向を知るた   
めに、お互いに意見交換するのではなく、筆者に   
別に質問するという奇妙な体験をしたことがある。  
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立案しようとすれば、観光、農業8）などの狭域  

的な地場産業型クラスターを別とすると、広域  

的なエリアを設定することになろう。高速交通  

体系の整備によって広域的なエリアをカバーで  

きないことはない（たとえば、鹿児島新幹線が  

開通すれば博多一鹿児島間が一時間程度とな  

る）。だが、地方では、魅力ある集積水準とエ  

リアの広域性というトレードオフは、先端技術  

の産業クラスター計画策走にあたっての悩まし  

い問題であることはまちがいない。産業集積水  

準が低く、高速交通体系の整備が遅れたエリア  

では、先端技術の産業クラスターに固執するこ  

となく、狭いエリアにおける、地域の特性を踏  

まえた農業、食品、地場産業、伝統産業、観光、  

医療・福祉のクラスター計画を策定することが  

望ましい。  

第70巻 第1号   

長期の戦略であり、一定の成果が得られるまで  

には時間がかかると論じているが、アメリカの  

ように研究大学、本社機能の分散が進んでいな  

い日本では、さらに時間がかかる（またその成  

果も限定される）ことを覚悟しておかねばなら  

ない。地方のクラスターがアメリカのような自  

立性の高い産業クラスター（ボストンの医療機  

器クラスターヤシリコンバレーのITクラス  

ター）となることは、もともと無理だと認識し  

ておくべきであろう。つまり、地方の 

ター計画によってベンチャー企業が続々と輩出  

し、それらが世界的大企業に成長するというシ  

リコンバレー的なシナリオは、基本的にはあり  

えないと理解しておく必要がある。日本の地方  

におけるクラスターの課題は、東京の本社、研  

究所と濃密なネットワークを形成し、開発と生  

産とのタイムラグを短縮し、できれば国際取引  

やイノベーションの一端を確実に担えるよう、  

個々のプレイヤーの実力をアップすることであ  

る。   

マイケル・ポーターは、「先進国においても、  

経済活動が少数の地域に集中する可能性はあ  

る。その顕著な例が日本で、工業出荷額の50％  

近くが東京と大阪に集中している。これは地方  

のインフラストラクチャーの不備というより  

も、中央政府が強力で競争に介入しがちであ  

り、政策・制度の点でも中央偏重であるためで  

ある。日本の例は、こうした経済地理パターン  

が先進国にとってもいかに大きな非効率や生産  

性の犠牲を招くかを明確に示している。自国の  

経済地理パターンをどう変えていくかは、日本  

が直面する大きな政策課題となっている」9）と  

（2）東京一極集中型地域構造という制約   

二点目は、先進国のなかでは、もっとも首都  

への一極集中が進んでいるという地域構造であ  

る。製造業企業の本社、研究所の首都圏集中  

は、地方における量産型工場の「分散型分散」  

立地の裏返しである。このような極端な頭脳部  

分の東京圏一極集中構造のなかで、地方の頭脳  

拠点化、進化遺伝子の植付けは、容易なことで  

はない。また、短期間で実現できるものでもな  

い。マイケル・ポーターも、クラスター戦略は  

8）農業についても、九州の焼酎クラスター（筆者が   

アドバイザーを務めた九州・山口経済団体連合会の   

40周年記念の九州ビジョンで取り上げている）は、   

大分県、宮崎県、鹿児島県といった広域的なエリア   
を設定しなければならず、原料生産と焼酎生産、エ   
リア外への物流とマーケテイング、大学との共同研   

究、ブランド化、新製品開発など、一村一品運動的   

なエリアと村象では、焼酎産業の競争力を高めるこ   

とはできない。焼酎クラスターは、マイケル・ポー   
ターがよく取り上げているカリフォルニアのワイ   

ン・クラスターにヒントを得たものである。  

9）マイケル・E・ポーター（竹内弘高訳）『競争戦略   

論 Ⅱ』ダイヤモンド社、1999年、p．119。  
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日本の経済地理構造の問題を指摘している。   

だが、この構造を、短期的に劇的に修正する  

ことはもはや不可能である。また、アメリカの  

ボストン、シリコンバレー、サンフランシスコ  

エリアの産業集積をイメージすることは、日本  

の地方圏における産業クラスター計画にとって  

弊害にこそなれ、好ましいことではない。   

さらにいえば、首都圏、関西圏の産業クラス  

ターの現状を詳細に調査して、いまだ行われて  

いない戦略を策定することも、日本産業の競争  

力向上にとっては必要である。クラスター戟略  

は、首都圏や関西圏においてもイノベーション  

を促進する地域環境整備として重要だからであ  

る。  

産業では、経済産業省以外の省庁との協力体制  

がきわめて重要となっている。とくに文部科学  

省の役割が重要である。文部科学省も知的クラ  

スター計画を実施しているが、これらの各種施  

策も地域の生産環境・イノベーション環境の形  

成という視点から総合的に政策調整されること  

が望ましい。   

アメリカのバイオ産業の育成には、アメリカ  

最大の研究機関であるNIH（国立衛生研究所）  

が間接的に関与している。東京大学のロバー  

トケネラー教授（元NIH所属）によると、NIH  

は、年間約3兆年の研究資金を全国の大学、研  

究所に配分している。徹底したピュアレヴュー  

によって、研究資金は配分されており、直接ベ  

ンチャー企業等に配分されることはないが、間  

接的にはベンチャー企業の設立に貢献してい  

る。地域間でこのような巨大な研究資金をめ  

ぐって競争が行われており、しかも研究資金は  

毎年増額されている。NIHのような統合された  

研究機関が存在することによって、アメリカの  

バイオ研究は、効率的かつスピーディに行われ  

ている（大型研究プロジェクトの研究成果は、  

24時間以内に公表することが義務づけられてい  

る）10）。  

（3）省庁間の関係   

日本のクラスター計画の課題として、省庁間  

の縦割り行政を指摘しておく必要がある。いま  

や成長産業と期待されている情報産業、環境産  

業、バイオ・医薬・医療サービス産業は、鉄鋼、  

石油化学、家電のように経済産業省単独で管轄  

されている産業ではない。これらの先端産業に  

おいて、地域的には産業クラスターを形成し、  

良好な生産環境・イノベーション環境を創出す  

ることが産業政策体系のなかでの地域産業政策  

の役割である。そのためにこれらの新しい先端  〔九州大学大学院経済学研究院教授〕  

10）2003年5月8日、東京大学のロバートケネラー   
教授を招いたクラスターモデル研究会（日本政策投   

資銀行主催：主査は筆者）での報告内容に基づいて   

いる。  
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